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研究要旨 

全国の市町村を対象とした質問紙調査を実施し、新型コロナウィルス感染拡大によるアドバ
ンス・ケア・プランニング（ACP）の普及・啓発事業への影響を検証するため、新型コロナウ
ィルス感染症感染まん延防止等重点措置実施地域と未実施地域における ACP 普及・啓発事業
の実施状況、新型コロナウィルス感染拡大による影響を比較した。調査に回答し、令和元年度
より以前に ACP 普及・啓発事業を実施していた 433 市町村を対象とした。令和 4 年度の市町
村事業では、まん延防止等重点措置実施地域の方が、住民向け事業、医療・介護従事者向け事
業のいずれも実施割合が高かった。新型コロナウィルス感染症の感染拡大による影響があると
回答した割合については、集合研修形式の事業への影響度が高く、地域による差はなかった。
医療・介護従事者向けのいずれの事業は、対面による集合研修形式からオンライン形式への移
行が進んでいることが示唆されたが、住民向け事業はオンライン形式への変更が進んでおら
ず、感染拡大に伴い中止・延期とした市町村が多かった。 

 
A. 研究目的 

平成 30 年に「人生の最終段階における医
療の決定プロセスに関するガイドライン」
改訂版が策定された。改訂版ガイドライン
策定にあたって、厚生労働省の検討会の報
告書では、アドバンス・ケア・プランニング
（以下 ACP）に関する住民および医療・介
護従事者の意識向上に向けた普及・啓発事

業の展開を市町村が担うよう明記された
[1,2]。しかし、令和 2 年 1 月より始まった
新型コロナウィルス感染症の感染拡大状況
下において、市町村におけるこれらの ACP
普及・啓発活動の事業がどの程度影響を受
け、どのように事業展開されているかにつ
いては明らかになっていない。本研究では、
全国の市町村を対象とした質問紙調査デー
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タの二次解析を行い、新型コロナウィルス
感染拡大による ACP の普及・啓発事業への
影響を検証することを目的とした。 
 
B. 研究方法 
1. 研究デザイン  

全国 1,720 市町村(特別区を含む)の在宅
医療・介護連携推進事業担当部局を対象と
したオンラインによる自記式質問紙調査
（横断調査）データの二次解析を行った。当
該調査は、令和 4 年 10 月に行われた。質問
項目は、令和 4 年度の ACP 普及・啓発事業
の実施状況、新型コロナウィルス感染拡大
による影響、普及・啓発事業展開にあたって
の困難等が含まれた。これらは、厚生労働省
ガイドライン等[1,2]の内容を基に、在宅医
療・看護等の専門家により選定された項目
である。回答にあたっては、研究の説明書お
よび同意確認項目を調査票に含める形で参
加者の同意を得た。912 市町村より回答が
得られ、本研究では、コロナ禍による影響を
検証するため、令和元年度以前より ACP 普
及・啓発事業を実施していた 433 市町村を
分析対象とした。 
2. 変数 
1）ACP に関する普及啓発活動の具体的内
容 

住民を対象とした事業として、①住民を
対象とした講演会やセミナーの開催、②広
報誌等による在宅医療・介護に関する住民
への情報提供、③窓口設置など人生の最終
段階における医療・ケアに係る個別相談支
援（エンディングノートの作成等を含む）の
3 項目を用いた。医療・介護従事者向けの事
業として、①医療従事者を対象とした講演
会・研修会の開催、②介護従事者を対象とし

た講演会・研修会の開催、③医療従事者と介
護従事者との懇談会・検討会の開催の 3 項
目を用いた。これらについて、事業の実施、
実施している場合に（令和元年度以前と比
較し）新型コロナウィルス感染拡大による 
取組実施への影響有無および具体的な影響
の内容（自由記述）を変数として用いた。 
2)市町村属性 

その他の市町村属性として、既存統計調
査等より、人口、高齢化率、財政力指数、令
和 4 年 1 月時点でのまん延防止等重点措置
地域[3]かどうか等を入手し、調査データと
連結して用いた。 
 
3. 解析方法 
 普及・啓発事業の実施状況、新型コロナウ
ィルス感染拡大による取組実施への影響有
無について割合を算出した。まん延防止等
重点措置実施地域か否かによる影響割合の
比較には、χ二乗検定を実施した。解析には
Stata MP ver16 を用いた。統計的有意水準
は両側 5%とした。 

具体的な影響の内容に関する自由記述に
ついては、研究者 2 名が独立してコードを
抽出し、3 名の研究者のディスカッション
により内容の類似性に基づきカテゴライズ
した。 
5. 倫理的配慮 
 本研究は、東京医科歯科大学統合教育機
構倫理委員会の審査を得て実施した（番号
No. C2022-017）。 
 
C. 研究結果 

分析対象 433 市町村の特徴を表 1に示す。
人口規模は中央値（四分位範囲）48,091 人
（20,494 人－116,624 人）、高齢化率は中央
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値（四分位範囲）31.4%であった。コロナウ
ィルスが分析対象となった。本研究の対象
は全国の 1,741 市町村よりも人口規模が大
きい傾向にあったが、その他の特性はほぼ
同じであった。令和 4 年 1 月時点でまん延
防止等重点措置実施地域であったのは 372
市町村（85.9%）であった。 

各普及啓発活動を実施した市町村の割合
を表 2 に示した。住民向け事業としては、
講演会やセミナーの開催 85.2%、情報提供
窓口設置など人生の最終段階における医
療・ケアに係る個別相談支援 56.8%、広報
誌等による在宅医療・介護に関する情報提
供 65.4%であった。医療・介護従事者向け
事業としては、医療従事者を対象とした講
演会・研修会の開催 57.3%、介護従事者を
対象とした講演会・研修会の開催 63.7%、
医療従事者と介護従事者との懇談会・検討
会の開催 55.2%であった。いずれもまん延
防止等重点措置実施地域の方が、実施割合
が統計学的有意に高い傾向であった。 

各事業の展開において、新型コロナウィ
ルス感染拡大による影響有と回答した市町
村の割合を表 3 に示した。全体でみると住
民対象の講演会やセミナーの開催、医療従
事者を対象とした講演会・研修会の開催、介
護従事者を対象とした講演会・研修会の開
催、医療従事者と介護従事者との懇談会・検
討会の開催において 80%以上の市町村が、
影響があったと回答していた。いずれもま
ん延防止等重点措置実施地域か否かによる
違いはなかった。 

具体的な影響内容の自由記述からは、以
下のコードが抽出された。住民対象の講演
会やセミナーの開催では 368 市町村から
444 コード、医療従事者を対象とした講演

会・研修会の開催では 248 市町村から 277
コード、介護従事者を対象とした講演会・研
修会の開催では 276 市町村から 307 コード、
医療従事者と介護従事者との懇談会・検討
会の開催では 239 市町村から 269 コードが
抽出された。これらのコードは、「中止」「一
部変更して実施」の 2 つのカテゴリーに分
類できた（表 4）。「一部を変更して実施」の
カテゴリーには、「一部を変更して対面で実
施」、「対面以外の方法で実施」の 2 つのサ
ブカテゴリが含まれた。住民対象の講演会
やセミナーの開催では、約半数が「中止」で、
「対面以外への方法で実施」は 26%であっ
た。医療従事者・介護従事者向け事業では
「中止」は 23.8～37%で、「対面以外への方
法で実施」は 50％を超えていた。 
 
D. 考察 
 本研究では、全国調査のデータを用いて、
新型コロナウィルス感染拡大による市町村
の業務負担増が、ACP の普及・啓発事業の
展開を制限するか、あるいは住民の ACP に
対するニーズの高まりに対応した事業促進
の要因となっているかを検討した。多くの
市町村で住民対象の講演会やセミナーの開
催が実施されたものの、半数以上が中止と
なり、オンライン上でのワークショップへ
の移行が進んでいないことがわかった。ま
た、医療・介護従事者向け事業を実施した市
町村は半数程度であったが、実施した市町
村では、オンライン上でのワークショップ
などの代替手段によって、事業を継続して
いた。 
1. 住民対象事業 

新型コロナウィルス感染拡大に対応する
ため市町村行政における業務量が非常に増
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加していたが、そのような中においても、
85％以上の自治体で住民対象の講演会等事
業を展開していた。特に、まん延防止等重点
措置実施地域での実施割合が高かった。新
型コロナウィルス感染においては高齢者の
重症化や死亡率の高さが指摘されており、
より一層 ACP が重要であることが指摘さ
れており[4,5]、テレビや新聞などのマスコ
ミでも連日報道されていた。新型コロナウ
ィルス感染拡大が住民、特に高齢者やその
家族にとって、自分自身や身内の死につい
て考える機会となった可能性がある。 
 一方で、まん延防止等重点措置実施地域
かどうかによらず、半数以上の市町村が住
民向けの講演会等事業を少なくとも 1 回は
中止しており、オンラインでの開催に移行
した市町村は少なかった。令和 2 年以降、
政府は「三密（密室、密集、密接）キャペー
ン」を推進しており[6]、多くの対面集合イ
ベントが中止されていたことが影響してい
るかもしれない。新型コロナウィルス感染
拡大により ACP への関心が高まる中、市町
村では ACP に関する普及・啓発活動は一層
推進していく必要がある。オンライン上で
の講演会など新しい手法を取り入れた先駆
的な事例を自治体間で共有しながら取り組
みを進めることが必要である。また、最近で
は、ACP に関するウェブツールが開発され
ている[7]。今後の市町村における事業にお
いて、このような情報技術の活用は、ACP
の推進に大きく寄与するものと考えられる。 
2. 医療・介護従事者対象事業 

医療・介護従事者向け事業については、ま
ん延防止等重点措置実施地域かどうかによ
らず、約半数程度の市町村しか事業展開を
していなかった。ACPを推進するためには、

関係他職種が、研修を通じて各職種への理
解を深めることができるような連携支援体
制を構築する必要性が指摘されており［8]、
市町村が中心となった研修実施のより一層
の推進が必要である。 

一方で、コロナ禍においても既に医療・介
護従事者対象事業を実施していた市町村に
おいては、講演会等を中止した割合が少な
く、対面式からオンラインイベントやビデ
オ・DVD の配布に移行した市町村が半数以
上となった。地域の感染状況にかかわらず、
感染予防対策の観点から医療・介護従事者
向けのオンラインイベントを開催すること
を当初から企画していたことが示唆される。
より強固な多職種連携のためには対面での
関係が不可欠であることも指摘されており
[8,9]、オンラインイベントであっても、対
面でのワークショップと同様の関係性の有
効性を促すような設計が必要である。 
3. 研究の限界 

本研究にはいくつかの限界がある。第一
に、本研究は、自治体の行政担当職員を対象
とした横断的かつ自己申告による調査であ
った。Social desirability bias のため、自治
体における普及・啓発事業実施状況を過大
に評価している可能性がある。また、新型コ
ロナウィルス感染拡大による影響を過小評
価した可能性がある。これは、分析対象の市
町村人口が全国の市町村よりも大きく、小
規模な市町村ほど影響を受けた可能性があ
るためである。 
 
E. 結論 
 新型コロナウィルス感染拡大を受けて、
市町村では ACP の普及・啓発事業展開に影
響がでていた。医療・介護従事者向け講演
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会・研修事業は、対面式からオンラインへの
開催形式の変更に成功したものの、住民向
けの講演会等は半数の市町村で中止となり、
オンライン開催への移行は進んでいなかっ
た。新型コロナウィルス感染拡大により一
層 ACP の必要性が高まる中、情報技術を活
用した先駆的な試みを共有しながら、住民
向け活動を維持・推進していくことが必要
である。 
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表 1 分析対象となった市町村の特性(n=433) 
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表 2 新型コロナウィルス感染拡大による事業への影響―まん延防止重点対策実施・未実施地域の比較― 

表 3 新型コロナウィルス感染拡大による事業への具体的な影響内容に関する質的分析 
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